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答申第７１号

（諮問第９０号）

答 申

第１ 審査会の結論

大分県知事（以下「実施機関」という。）が平成２５年６月２７日付けで行った

個人情報不開示決定処分は、妥当である。

第２ 異議申立てに至る経緯

１ 個人情報の開示請求

異議申立人は、大分県個人情報保護条例（平成１３年大分県条例第４５号。以

下「条例」という。）第１３条第１項の規定により、平成２５年６月１８日付け

で、実施機関に対して、次を内容とする個人情報開示請求（以下「本件開示請求」

という。）を行った。

(1) 平成○○年○月○○日付け公務災害認定通知書及び平成○○年○○月○○日

付け弁明書の「上司、職員からの聞き取り内容」の聴取記録の私の情報（誰が

言ったかわかる資料）（以下「請求Ａ」という。）

(2) 大分県と○○○○○○○○○○○○がやりとりした記録のうち私に関する情

報（平成○○年○月以降）（以下「請求Ｂ」という。）

２ 実施機関の決定

実施機関は、請求Ａについては、「当該文書を作成又は取得していないため」、

また、請求Ｂについては、「あなたの個人情報が記載された文書は存在しないた

め」との理由で不開示決定を行い、平成２５年６月２７日付けで異議申立人に通

知した。

３ 本件異議申立て

異議申立人は、上記の不開示決定について、行政不服審査法（昭和３７年法律

第１６０号。）第６条の規定により、平成２５年７月８日付けで、実施機関に対

して、異議申立て（以下「本件異議申立て」という。）を行った。

第３ 異議申立人の主張の要旨

１ 異議申立ての趣旨

開示請求を行った文書の開示を求める。
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２ 異議申立ての理由

異議申立人の主張は、概ね次のとおりである。

(1) 大分県総務部人事課総務・厚生班にある文書であり、地方公務員災害補償基

金大分県支部とは別の組織だから当該文書を作成又は取得していないというの

は完全な屁理屈である。

(2) 平成○○年○月下旬以降、○○○○○○○○○○○○○○○○○○が大分県

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○たちに対して、異議申立人の量刑不

当な○○○○処分の決定において差別による偏見が先行していたとして複数回

に渡り話をしていたことを確認した。また、平成○○年○月○日に○○○○○

○○が異議申立人の母親に電話で「異議申立人が○○○○○○に人権侵害を受

けたことを告発して職員を窮地に追い込んでいる」という趣旨の話をしたこと

から、異議申立人について大分県と○○○○○○○○○○○○がやりとりした

記録が存在するはずである。

第４ 実施機関の主張の要旨

本件異議申立てに対する実施機関の説明は、概ね次のとおりである。

１ 請求Ａについて

請求内容は、公務災害認定通知書及び弁明書に係る聴取記録であるが、公務災

害認定通知書は、公務災害又は通勤災害の認定又は補償を受けるべき職員から地

方公務員災害補償基金大分県支部（以下「基金大分県支部」という。）への請求

に対して、基金大分県支部がその内容を審査し、当該災害が公務又は通勤により

生じたものか否かについて認定し、その結果を任命権者及び被災職員に通知する

ものである。

弁明書は、基金大分県支部の補償に関する決定に不服のある者から、地方公務

員災害補償基金支部審査会（以下「支部審査会」という。）に審査請求があった

場合に、基金大分県支部が支部審査会からの求めにより審査項目等に対する基金

大分県支部の認定の考え方等を弁明するものである。

上記文書は、いずれも基金大分県支部が作成、保有するものであるが、地方公

務員災害補償基金とは、地方公務員災害補償法（以下「補償法」という。）第３

条に基づき設置された、実施機関とは別個の法人格を有する法人であり、基金大

分県支部とは、補償法第４条及び地方公務員災害補償基金定款第２条に基づき置

かれたその従たる事務所である。

なお、条例第２条第２項において、「『実施機関』とは、知事、議会、教育委

員会、公安委員会、警察本部長、選挙管理委員会、監査委員、人事委員会、労働

委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会並びに公営企

業及び病院事業の管理者並びに県が設立した地方独立行政法人をいう」と規定さ

れており、基金大分県支部は条例上の実施機関ではない。
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異議申立人は、文書は大分県総務部人事課総務・厚生班にあると主張している

が、大分県の職員が基金大分県支部の業務に従事していること及び大分県の施設

を基金大分県支部の利用に供していることについては、補償法第１３条に基づく

県の便宜供与である。従って、基金大分県支部が作成する各種文書は、基金大分

県支部長の辞令を受けた職員が、地方公務員災害補償基金の各種規程に基づき、

地方公務員災害補償基金の業務のために作成又は取得し、管理しているものであ

り、県の公文書と明確に区分された状態で保管されている。

以上のことから、公務災害認定通知書及び弁明書は、実施機関とは別個の法人

格を有する基金大分県支部が作成、取得すべきものであり、実施機関としては、

請求のあった聴取記録の存否を知り得ないことから、公文書不存在として不開示

決定を行ったものである。

２ 請求Ｂについて

異議申立人は、本人に関して大分県と○○○○○○○○○○○○とがやりとり

した記録が存在すると主張しているが、関係課にも確認したがそのような記録は

存在しない。

第５ 審査会の判断

審査会は、異議申立人及び実施機関双方から提出された書類を踏まえて審議し

た結果、次のとおり判断した。

１ 請求Ａについて

条例第１３条第１項に基づく開示請求の対象は、実施機関が管理する公文書に

記録されている自己を本人とする個人情報とされている。

(1) 基金大分県支部の「実施機関」該当性について

地方公務員災害補償基金（以下「基金」という。）は、法に基づき、職員に

ついて補償を実施し、並びに公務上の災害又は通勤による災害を受けた職員の

社会復帰の促進、被災職員及びその遺族の援護、公務上の災害の防止に関する

活動に対する援助その他の職員及びその遺族の福祉に必要な事業を行うために

設立されたものであり、補償法第３条第２項の規定により法人とされている。

すなわち、基金は、地方公務員に係る公務災害又は通勤災害の認定及び補償に

係る事業の運営主体として、法律により地方公共団体とは独立した法人格と権

能が与えられた団体であり、基金大分県支部は、その組織の一部である。

条例第２条第２項は、この条例の適用対象となる「実施機関」の範囲を「知

事、議会、教育委員会、公安委員会、警察本部長、選挙管理委員会、監査委員、

人事委員会、労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理

委員会並びに公営企業及び病院事業の管理者並びに県が設立した地方独立行政
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法人」と定めており、基金大分県支部は含まれていない。これは、基金大分県

支部は、県とは別個の法人格を有する団体であるとともに、専ら地方公務員等

の公務上の災害又は通勤による災害に対する補償の迅速かつ公正な実施を目的

としており、県民一般に対して説明責任を負うものではないことからである。

したがって、基金大分県支部は、県とは別個の法人であり、条例第２条第２

項に規定されていないことから、実施機関でないことは明らかである。

(2) 請求対象文書の「公文書」該当性について

異議申立人は、「大分県総務部人事課総務・厚生班にある文書であり、地方

公務員災害補償基金大分県支部とは別の組織だから当該文書を作成又は取得し

ていないというのは完全な屁理屈である。」と主張しているので、以下検討す

る。

条例の適用対象となる「公文書」とは、「実施機関の職員が職務上作成し、

又は取得した文書、図画及び電磁的記録であって、当該実施機関の職員が組織

的に用いるものとして、当該実施機関が管理しているもの」と規定されている

（条例第２条第４項）。

基金大分県支部においては、その職員の多くを人事課の職員が兼ねているた

め、基金大分県支部が保有する文書の多くは当該職員が作成・取得したもので

ある。

しかし、人事課の職員が基金大分県支部の職員を兼ねているのは、「地方公

共団体の機関は、基金の運営に必要な範囲内において、その所属の職員その他

地方公共団体に使用される者をして基金の業務に従事させることができる」と

する補償法第１３条第２項の規定によるものであり、職員は、基金大分県支部

職員として、基金大分県支部長の指揮監督のもとで、基金大分県支部の事務に

関して文書の作成・取得を行っているのであって、県の事務事業に関して作成

・取得しているとは認められない。

また、文書の管理については、基金大分県支部独自の文書規程が定められて

おり、文書も人事課執務室とは異なる場所に保管するなど、基金大分県支部の

文書と人事課の文書とは明確に区別して管理されているものと認められた。

したがって、基金大分県支部の文書を実施機関である人事課職員が職務上作

成又は取得し、組織的に用いるものとして管理しているものとはいえない。

(3) よって、基金大分県支部は、条例第２条第２項に定める実施機関に当たらず、

基金大分県支部で管理する文書は、実施機関の職員が作成、取得しているもの

ではないので同条第４項に定める公文書とは言えないことから、実施機関が、

公文書不存在を理由として不開示決定を行ったことは妥当である。
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２ 請求Ｂについて

本件開示請求の対象は、平成○○年○月以降に実施機関と○○○○○○○○○

○○○がやりとりした記録のうち異議申立人に関する情報である。

実施機関は、県と○○○○○○○○○○○○がやりとりした記録のうち異議申

立人に関するものについては、関係課にも確認したがそのような記録は存在しな

いと主張している。

そこで審査会において、事務局職員が関係課に出向き、実施機関と○○○○○

○○○○○○○の協議記録を見分したが、異議申立人に関する記録は確認できな

かった。

異議申立人は、第３の２（２）のとおり主張するが、仮に実施機関と○○○○

○○○○○○○○との公式の協議以外に関係者間で非公式なやりとりがあったと

しても、その記録が存在しないことは不自然ではなく、その他、請求対象文書の

存在をうかがわせるような事情等もない。

したがって、請求対象文書が存在すると認めることはできず、実施機関が不存

在を理由として不開示決定を行ったことは妥当である。

３ 結論

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の処理経過

審査会の処理経過は、次のとおりである。

年 月 日 処 理 内 容

平成２５年 ７月１１日 諮 問

平成２６年 ６月２５日 事案審議（平成２６年度第３回審査会）

平成２６年 ７月３０日 答申決定（平成２６年度第４回審査会）
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大分県情報公開・個人情報保護審査会会長及び委員

氏 名 職 業 備 考

吉 田 祐 治 弁護士 会長

城 戸 照 子 大分大学経済学部教授

池 邉 英 貴 大分県商工会議所連合会専務理事

森 哲 也 元大分合同新聞社特別顧問

芥 川 美佐子 大分県地域婦人団体連合会理事

貞 永 明 美 大分県医師会常任理事

野 田 伸 子 元大分市立西の台小学校長

佐 伯 圭一郎 大分県立看護科学大学看護学部教授

阿 南 栄 子 元大分市大南支所支所長補佐


